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令和５年１月19日（木曜日）

午前10時１分開会

審査・調査事項

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・一般社団法人宮崎県林業公社第４期経営計画

(改訂計画)素案について

・林業技術センターにおける試験研究の取組に

ついて

・木材利用技術センターにおける試験研究の取

組について

・農畜水産物の価格動向について

・高病原性鳥インフルエンザへの対応状況につ

いて

・農畜水産分野における試験研究の取組につい

て

出席委員（７人）

委 員 長 武 田 浩 一

副 委 員 長 坂 本 康 郎

委 員 蓬 原 正 三

委 員 濵 砂 守

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

環境森林部次長
橘 木 秀 利

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 田 代 暢 明

自 然 環 境 課 長 池 田 孝 行

森 林 経 営 課 長 上 野 清 文

森林管理推進室長 右 田 憲史郎

山村･木材振興課長 松 井 健太郎

み や ざ き ス ギ
二 見 茂

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 廣 島 一 明

木 材 利 用 技 術
藤 本 英 博

セ ン タ ー 所 長

農政水産部

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

農政水産部次長
山 下 弘

（ 総 括 ）

農政水産部次長
菓子野 利 浩

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
鈴 木 信 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 三 浦 博 幸

農 政 企 画 課 長 小 林 貴 史

中山間農業振興室長 原 田 大 志

農業流通ブランド課長 松 田 義 信

農業普及技術課長 川 上 求

農業担い手対策課長 馬 場 勝

農 産 園 芸 課 長 海 野 俊 彦

農 村 計 画 課 長 戸 髙 久 吉

畑かん営農推進室長 城ヶ﨑 浩 一

農 村 整 備 課 長 鳥 浦 茂

水 産 政 策 課 長 大 村 英 二

漁 業 管 理 課 長 赤 嶺 そのみ

漁港漁場整備室長 否 笠 友 紀

畜 産 振 興 課 長 林 田 宏 昭

家畜防疫対策課長 丸 本 信 之

工 事 検 査 監 日 髙 誠

総合農業試験場長 東 洋一郎

県立農業大学校長 戸 髙 朗

令和５年１月19日(木)
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水 産 試 験 場 長 西 府 稔 也

畜 産 試 験 場 長 河 野 明 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 藤 村 正

政策調査課主査 西 尾 明

○武田委員長 ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程につきましては、お手元に配付いたしま

した日程案のとおり行うことで御異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○武田委員長 委員会を再開いたします。

報告事項について説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○河野環境森林部長 環境森林部でございます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。

本日は、執行部からは連絡調整課と林業関係

課及び林業技術センター、それから木材利用技

術センターが出席しております。

なお、総括次長の長倉は、本日、諸事情によ

り欠席しております。

それでは、座って説明させていただきます。

お手元に配付しております環境農林水産常任

委員会資料の表紙を御覧いただきたいと思いま

す。

本日の説明事項は、その他報告事項といたし

まして、一般社団法人宮崎県林業公社第４期経

営計画（改訂計画）素案についてと、林業技術

センター及び木材利用技術センターの試験研究

の取組について御報告させていただきます。

なお、試験研究の取組につきましては、今年

度の常任委員会の県内調査で御説明させていた

だいておりますが、本日は、そのときに説明で

きなかったものについて報告させていただくも

のでございます。

説明事項の詳細につきましては、森林管理推

進室長と両センターの所長が説明申し上げます

ので、よろしくお願いいたします。

○右田森林管理推進室長 委員会資料の２ペー

ジをお開きください。

今年度６月の常任委員会におきまして、一般

社団法人宮崎県林業公社の第４期経営計画の改

訂について御説明をさせていただきましたが、

本日は、その素案について御説明いたします。

まず、１、改訂の趣旨及び経緯についてであ

ります。

林業公社は、現在、平成30年度から令和９年

度までの10年間を計画期間とする第４期経営計

画に基づき、経営改善に取り組んでいるところ

でありますが、今年度末で前期計画の５年間が

終了しますことから、前期の実績を踏まえ、令

和５年度から９年度までの後期計画の改訂を行

うものであります。

改訂に当たりましては、公社に経営計画検討

委員会を設置しまして、伐採、保育等の計画や

今後の経営改善に向けた取組について、事務レ

ベルでの計画の実現性などの分析を行った上で、

これまでに３回の検討委員会を開催し、改訂計

画の取りまとめを進めてきたところであります。

令和５年１月19日(木)
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次に、２、前期（平成30年度から令和４年度）

の経営状況についてであります。

（１）主な事業実績でありますが、主伐面積

につきましては、収益を確保するため積極的に

公社営林の公売を行った結果、表１の主伐面積

の欄にありますように、年によって差はあるも

のの、５年間の主伐実績見込みは、表の一番右

にあります計画の計900ヘクタールに対し、1,076

ヘクタールと計画を上回る見込みであります。

特に、新型コロナの影響のあった令和２年度

からウッドショック等により木材価格が上昇し

ました３年度にかけては、積極的な公売を行っ

たところであります。

間伐面積につきましては、保育の必要な間伐

対象林分の減少や、森林所有者の主伐意向の高

まり等によりまして、前期の間伐実績見込みは、

計画の計1,166ヘクタールに対して、668ヘクタ

ールと計画量の６割程度になる見込みとなって

おります。

次に、（２）経営収支実績でありますが、年度

末資金残高につきましては、間伐収入が計画を

下回る中で、収入を確保するための積極的な主

伐や、コスト削減につながる列状間伐、路網の

整備などに取り組み、表２の下から２段目の欄

にありますように、計画期間中の年度末資金残

高は毎年度、目標としている３億1,600万円の資

金を確保したところであります。

また、長期借入金残高につきましては、平成25

年度末の約341億円をピークに、表２の一番下の

欄にありますように、令和４年度末では約332億

円に減少する見込みであります。

３ページを御覧ください。

３、改訂計画（素案）の主な内容についてで

あります。

（１）の基本的事項につきましては、第４期

経営計画期間中に取り組みます基本的な内容を

示すものでありますので、後期におきましても

当初計画を踏襲して経営を行ってまいります。

主な内容としまして、①伐採の、ア、主伐に

つきましては、令和50年度を終期とした伐採量

の平準化に努め、木材価格や需給動向等を勘案

し、計画的かつ効率的な立木販売を行っていく

こととしております。

イ、間伐につきましては、適時、適切な利用

間伐を実施するとともに、有効な補助事業を導

入するなど、最大限の間伐収入が得られるよう

努めていくこととしております。

③路網の整備では、主伐時のコスト削減を見

据え、間伐作業路等を積極的に開設することと

しております。

次に、（２）主な事業計画量について御説明い

たします。

表３、後期計画における主な事業計画量には、

主伐、間伐、森林作業道、施業受託に係る造林、

下刈り等の計画量について記載しており、区分

欄の各工種の上段は改訂前、下段は改訂後の計

画量となっております。

表の一番上の主伐につきましては、当初の計

画を踏襲し、年間180ヘクタールを計画し、伐採

量の平準化に努めることとしておりますが、木

材価格や需給動向等の状況により、臨時的な伐

採の追加を実施するなど、柔軟で思い切った措

置を講じていくこととしております。

２段目の間伐につきましては、保育の必要な

間伐対象林分面積の減少や、森林所有者の主伐

意向の高まりなどの実態を踏まえ、計画面積を

縮小し、年間150ヘクタールの計画としますが、

間伐の内容を効率的な列状間伐を集中的に実施

し、ヘクタール当たりの出材量を増加させるこ

とにより、総出材量を維持し、収入の確保に努



- 4 -

令和５年１月19日(木)

めていくこととしております。

３段目の森林作業道につきましては、当初計

画を踏襲し、年間5,400メートルの開設計画とし、

主伐時のコスト削減を見据え、間伐作業路等を

積極的に開設することとしております。

その下の施業受託につきましては、後ほど経

営改善に向けた取組の中で御説明いたしますが、

今回の改訂計画において、施業受託の取組を拡

大していくこととしており、計画量としまして

は、造林を年間120ヘクタールとしており、公社

営林の主伐跡地を中心に年間100ヘクタール増加

したいと考えております。

防護柵は、鹿がまだ少ない南那珂管内を除く

造林実施地域で毎年100ヘクタール相当分を計画

しております。

また、一番下に記載しております下刈りにつ

きましては、後期計画初年度の令和５年度に220

ヘクタール、最終年度となる令和９年度には、620

ヘクタールを計画しております。

４ページを開いていただきまして、次に、（３）

経営改善に向けた取組についてであります。

公社ではこれまで、経営改善に向けた取組と

して、①林業公社自身の経営努力としまして、

ア、列状間伐の実施から、カ、高収益地の戦略

的な伐採による収入確保までの６つの項目に取

り組んできたところであります。

今回の改訂計画では、これまでの取組は継続

しながら、キ、施業受託の拡大による収入確保

を新たに加え、経営改善に努めていくこととし

ております。

その具体的な内容は、公社営林の分収契約解

除後の主伐跡地について、森林所有者の意向を

確認した上で、森林整備法人として有利な補助

事業を活用し、再造林や下刈り等保育事業の施

業受託を拡大することによりまして、新たに公

社の収入確保を図るとともに、再造林を推進し

ていくこととしております。

また、②利息の軽減としての繰上償還等の実

施につきましても、引き続き取り組んでいくこ

ととしております。

次に、５ページを御覧いただきまして、表４

には経営改善効果の見込みにつきまして、表の

左側の区分の各取組ごとに前期の見込み及び後

期計画を記載しております。

表の下の注に記載しておりますとおり、前期

計画見込み欄の改訂前は計画、改訂後は実績を

示しております。

これからの計画となります令和５年度以降に

つきましては、上段は改訂前の計画額、下段は

改訂後の計画額となっております。

左側の区分、①林業公社自身の経営努力の、

ア、列状間伐の実施から、カ、高収益地の戦略

的な伐採による収入確保の取組につきましては、

後期５年間の効果額を太字のように改訂後の額

に見直すこととし、また、今回新たに、キ、施

業受託の拡大による収入確保を追加しておりま

す。

この施業受託の拡大に係る効果額は、５年間

で約１億円を見込んでいるところであります。

改訂計画の詳細につきましては、別冊でお配

りしております第４期経営計画（改訂計画）（素

案）に記載しておりますので、後ほど御確認い

ただければと思います。

次に、４、今後のスケジュールにつきまして

御説明いたします。

本日の常任委員会で改訂計画素案を御報告し

た後、２月に計画案を取りまとめ、２月議会の

常任委員会において最終の改訂計画案を御報告

し、３月下旬の公社理事会で改訂計画を決定し

たいと考えております。
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林業公社の経営改善に当たりましては、公社

自身の経営努力のみならず、県の支援が必要不

可欠でありますので、県としましては、厳しく

公社を指導しながら、引き続き公社と一体となっ

て経営の改善に取り組んでいくこととしており

ます。

委員の皆様におかれましては、今後とも、公

社の経営につきまして御理解と御指導をよろし

くお願いいたします。

○ 島林業技術センター所長 委員会資料の６

ページを御覧ください。

私からは、林業技術センターにおける試験研

究の取組として、「気温上昇が原木シイタケの発

生に与える影響について」御報告いたします。

１の現状と課題としまして、地球温暖化の進

行に伴い、本県の主要な特用林産物である原木

シイタケの栽培におきましては、低温刺激の不

足等によるキノコ本体であります子実体発生量

の減少などの影響が懸念されるところでありま

す。

将来の気候は、気象庁が公表している報告書

によりますと、２度上昇シナリオと４度上昇の

シナリオに基づき予測されていますので、当セ

ンターにおきましても、地球温暖化に適応した

栽培技術の確立に向け、気象上昇が子実体発生

量等に与える影響につきまして、試験を行いま

した。

２の取組の概要でありますが、温度や湿度等

を任意に設定できる当センターの人工気象室２

室を用いまして、温度を平年気温と平年気温か

ら２度及び４度上昇させた試験区を設けまして、

各試験区の10月から翌年５月における収穫日と

ともに、発生した子実体の重量等を比較いたし

ました。

試験用のシイタケの種菌には、右下の表１に

示しておりますとおり、本県の生産現場で主に

使用されているＡからＦの６品種を用いました。

なお、平年気温等の環境制御に用いましたデ

ータは、1985年から2014年の宮崎地方気象台都

城観測所のデータから平均値を算出して設定い

たしました。

右側の７ページを御覧ください。

今回の試験の結果、以下のことが判明いたし

ました。

①の子実体の乾燥重量は、図２の縦の棒グラ

フに示しておりますが、左側のグラフの茶色に

着色した２度の上昇区では、白色の平均気温区

に比べまして、２品種が減少し、３品種がほと

んど変化がなく、１品種が増加となりました。

右側のグラフの赤色に着色した４度の上昇区

では、４品種が減少し、１品種がほとんど変化

がなく、１品種が増加となりました。

また、両上昇区ともに、発生温度の低い品種

ほど差が大きく、その差は２度よりも４度の上

昇区のほうが顕著でありました。

次に、②の子実体の収穫期間は、図３の横の

棒グラフに示しておりますように、品種にもよ

りますが、おおむね収穫開始日が遅れ、収穫最

終日が早まる傾向にあり、その影響は、２度よ

りも４度の上昇区の場合で大きくなる傾向が確

認されました。

３の今後の取組でありますが、異常気象によ

り多様化する気温の変動パターンや降水頻度等

の条件に変えた場合についても試験を行い、得

られた結果を基に、遮光や散水等の方法を変え

るなど、温暖化に対応した栽培技術の確立を検

討いたしますとともに、研修会や生産現場指導

及び広報誌による情報提供を行ってまいります。

○藤本木材利用技術センター所長 続きまして、

木材利用技術センターの試験研究の取組につき
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まして御報告いたします。

常任委員会資料の８ページを御覧ください。

「木造公共建築物等の接合部の残存強度性能

評価について」であります。

１の現状と課題にありますように、近年、木

材利用促進や脱炭素社会の実現に関連する法律

施行等を背景に、公共建築物などの中・大規模

建築物を、木造により建築する事例が増加して

きております。

これらの外部、内部にある構造部材は、日光

や風雨、気温、湿度などが常時変化する環境下

に置かれておりますことから、生物材料である

木材は、このような環境下において腐朽菌によ

る劣化が生じるおそれがあります。

このため、長期間安全に建物を利用し続ける

上で、生物劣化に対する点検が重要な維持管理

の一つであり、現場では、写真１の「目視」や

写真２の「触診」による劣化診断が行われてお

りますが、この方法は、検査員の技量に左右さ

れるため、検査員の経験に左右されない客観的

な数値による評価が望まれております。

このようなことを踏まえまして、２の取組概

要にありますように、当センターでは、中でも

構造上重要な接合部についての評価方法を開発

するため、中・大規模建築物の構法や腐朽に知

見を有する京都大学並びに広島大学と共同で、

木材の強度が超音波を利用して音波速度により

検証できないか、その関係性を明らかにする研

究に取り組んでいるところであります。

研究対象とした接合部の試験体は、写真３の

木の花ドームや写真４の綾中学校などで広く用

いられているドリフトピンによる接合としまし

た。

この試験では、試験体を効率よく腐朽させる

必要があることから、写真５にあります京都大

学の木材腐朽促進施設であるファンガスセラー

を利用しまして、接合部の試験体を腐朽させ、

定期的に強度試験と超音波伝播速度試験を実施

し、木材の強度と音波速度の関係を明らかにし

ました。

試験結果は、図１の赤の矢印で示しておりま

すとおり、超音波伝播速度が遅くなるほど接合

強度が低下し、黒縦線の数値以下に速度が遅く

なると、青横線で示す設計荷重に耐え得る設計

強度値を下回ることが分かりました。

３の今後の取組でありますが、将来的には、

実際の接合部の使用条件に合わせた最適な測定

及び評価方法を確立することで、建築物の補修

計画において接合部の残存強度を指標とした非

破壊による診断方法の提案を目指しております。

現在、京都大学において、試験体の生物劣化

処理を継続しておりまして、引き続きデータを

収集することで試験体数を増やし、評価方法の

信頼性について検討を行うこととしております。

○武田委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について、質疑はありませんか。

○右松委員 常任委員会資料の３ページと５ペ

ージ、林業公社の経営計画の数字について教え

てもらいたいんですけれども、今後の計画量に

関しまして、大体理解はするんですが、改訂後

の間伐が減っています。

逆に造林であるとか、下刈りであるとか、こ

の辺りはかなり計画量を増やされて、改訂され

ておられるなと感じております。列状間伐に関

しては、また後ほどお伺いしたいんですが、こ

の間伐の改訂後の数字というのは、人的要因な

のか予算なのか、あるいは下刈りとか、ほかの

部分に注力するような形でこういう数字になっ

ているのか、教えてもらうとありがたいです。

○右田森林管理推進室長 間伐につきましては、
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説明の中でも少し触れさせていただいたんです

が、公社全体の山としてやはり間伐対象林分が

少なくなっているというのが１点。また、材価

が上がっている関係もありまして、森林所有者

の主伐意向が大変高まっているということ。

それと、間伐を実施する森林組合等の労力の

問題、そういったところもありまして、間伐の

事業量を少し少なめにして、収益は確保しなが

ら、効率的、集中的に列状間伐を実施していき

たいということで、今回、後期計画につきまし

ては、列状間伐の数量を上げさせていただいて

おります。

○右松委員 県全体のことを考えると、その齢

級構成の平準化というのは極めて重要な命題だ

と考えています。

そうなったときに、主伐や間伐、これはやは

り齢級構成の平準化、10年、20年、30年先を見

越した計画的な活動ということは十分理解され

ておられると思いますので、公社の間伐対象が

減ってきていること、それから収益の確保とい

う面で、うまく計画的にやってもらうといいか

なと感じたところでございます。

それから、５ページ、経営改善効果の見込み

ということですから、経営改善の効果を数値化

したものと受け止めさせていただいています。

ア、列状間伐の実施の改訂後の数値をかなり

増やされていますが、これはやはり作業の機械

化とか、列状間伐によって選木の手間が省ける

─列を決めたら、木の質関係なく全て刈り取っ

ていくということですので─そういった意味

では、コストの削減、作業の効率化の面ではか

なり有効だと思っています。

一方で、やはり残存木の中には、劣勢木とか、

かなり刈り取らないといけない部分というのも

出てくると思いますので、その辺のバランスを

うまく取りながら。あと、やはり列状間伐は機

械を入れていきますから、林業機械が入るとこ

ろでないと難しいかなと思うんですよね。

ですから、急斜面とかがあるところに対して、

どういった形で間伐をしていくのか、その辺も

含めて、この列状間伐の経営改善効果の見込み

が一気に増えていることに関しての考え方と、

それからメリットの部分も当然ありますけれど

も、デメリットに対する対策、この辺りをどう

考えておられるのか教えてください。

○右田森林管理推進室長 列状間伐につきまし

ては、利用間伐ということで、非常に効率的に

伐採をした後の材を搬出できることが見込まれ

ます。

これまでの間伐も利用間伐はしていたんです

が、材の搬出材積がヘクタール当たり30立方メ

ートル程度にとどまっていたということもあり、

今回、列状間伐を実施することによりまして、

効率的に公社の林業機械等をうまく使いながら、

ヘクタール当たり80立方メートルぐらいを搬出

していきたいということが一つあります。

そして、この列状間伐を林業公社が行う場合、

有利な補助事業を使うということで─補助率

が85％となっております。

そういったところも含めまして、収益を確実

に上げていくということで、改訂後の計画額は

大きく見積もっているところであります。

○右松委員 分かりました。

○武田委員長 ほかにございませんか。

○山下委員 今、平成30年から10年間の第４期

経営計画期間にあるわけですが、この期間に木

材を囲む状況というのは大きく変化してきたん

だろうと思います。

ウッドショックと言われる木材価格の大幅な

値上がり、一方では、作業員がなかなかいない
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ことや再造林率がなかなか難しい現状との闘い

だろうと思うんです。

いろんな課題等もありながら、皆さん方がこ

の計画を進める中で、５年ごとの見直しという

のは大事なことですから見直しされて当たり前

だと思うんです。だからこの際、林業公社が抱

えている借入金など、全体的に大幅に改善して

いかないといけないと思うんです。その辺の今

後の見通しについてお聞かせください。

○右田森林管理推進室長 今、委員が御指摘さ

れたように、ウッドショック等の影響で材価が

非常に上がったり、その前はコロナの関係で下

がったり、世界情勢の中で原木価格が大きく動

いている状況にあります。

また、委員が御指摘されたように、全ての産

業で労働力確保に非常に苦労している状況にあ

る中で、林業公社としても、今後、効率的に収

益を上げて、経営を改善していかなければいけ

ないと思っております。現場は森林組合に委託

することが多いものですから、森林組合等とも

いろいろ議論し、列状間伐であるとか、有利な

補助事業であるとか、そういったものを使いな

がら、債務はたくさん残っているんですけれど

も、それをできるだけ増やさないような形で経

営の改善に取り組んでいくという方向性で我々

はずっと考えてきているところです。今後も引

き続き、地道にそういった取組を進めていくし

かないのかなと考えております。

○山下委員 分かりました。

林業公社ですから、ちょっと角度が違うのか

なと思うんですけれども、一般の人が山の材を

皆伐したときになかなか利益が山元に返ってこ

ない状況があると思うんですが、皆さん方が間

伐とかをされるときの入札はどういう仕組みで

やっておられるのか、お聞かせください。

○右田森林管理推進室長 林業公社の公社営林

の皆伐につきましては、公売という形で公告を

しまして、事業体が入札をして、落札してもら

うという形を取っております。

そして、売上げの中から林業公社の取り分が

６割、諸経費を引いた上で、森林所有者には４

割を還元するということでやっております。

○山下委員 分かりました。

入札の適正化で、そこを少しでも林業公社、

そして山元に返るような仕組みを考えていかな

いと─再造林をしていかないといけないわけ

です。県が管轄していますから再造林率は100％

だろうと思うんですが、そこ辺はどうなってい

ますか。

○右田森林管理推進室長 公社営林につきまし

ては、公売をかけた後は、契約の解除になって

しまいます。森林所有者にその山を返してしま

うということになりますので、公社営林の伐採

跡地につきましては、再造林率は現在57％程度

になっております。

そういったこともありまして、今回の計画に

は、積極的に施業受託事業に取り組むというこ

とを入れております。

伐採のときにあらかじめ森林所有者に再造林

の意向等を確認しまして、林業公社が事業実施

主体となって有利な補助事業を使って、造林、

下刈りまでして、森林所有者にお返しするとい

う─公社として、その事業に力を入れていこ

うと考えておりまして、それがひいては再造林

率の向上にもつながっていくのではないかなと

考えています。

○山下委員 契約期間が大体40年とか、そうい

う契約だと思うんですが、県の課題というのは

再造林をいかに進めるかですから、森林所有者

に戻すとそれで縁が切れるんじゃなくて、造林
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がしっかりとできるような仕組みをまた考えて

いかないといけないと思うんです。

天然林に更新しますとか、そういう条項もあ

ると思うんですが、もうこれはもう放置林です

から、何とか広葉樹でも、杉・ヒノキでも植え

ていただくような政策を講じていっていただき

たいと思っています。

そして、この間伐した材は、ほとんどが利用

されているんですか。大体15年以上になれば、

間伐されると思うんです。例えば、バイオ発電

とか、間伐材の有効利用のやり方があると思う

んですが、そこ辺の取組はどうなっていますか。

○右田森林管理推進室長 今の御質問につきま

しては、やはり利用間伐ですので、市場に出し

たりとか、あるいは直納で細島木材流通センタ

ー─これは中国木材株式会社が使うことにな

るんだと思いますけれども─そういったとこ

ろに持っていきまして、有効利用しているとこ

ろであります。

○山下委員 分かりました。よろしくお願いし

ます。

次に、シイタケのことを確認させてください。

今、平均気温というのは確実に上がってきて

いるんですよね。我々が若い頃、30数年前は、10

月末の都城地方には、もう霜がどんどん降って

いたんです。11月になったら、毎日が霜との闘

いだったんですが、今、12月10日頃にならない

と霜が降りないんですよね。平均気温が上がっ

ていて、気象の変化というのはもう御案内のと

おりなのですが。

シイタケも新聞に出ておりましたけれども、

国際的にシイタケの認知度も非常に上がってき

ているということで、今、経営は大変厳しいだ

ろうと思うんですが、再度息を吹き返すために

は、この収量が上がらないと駄目ですから─

この試験結果の説明を私もちょっとまだ十分理

解できていないんですが、気温が上がっていく

タイミング的に、例えば、何月から何月ぐらい

までの平均気温がこれでは駄目だとなった時期

に、シイタケの原木に寒冷紗をかけたり水をま

いたり、何か温度を下げる対策というのが可能

なんですか。この時期の気温が高いことが種菌

に対して一番ダメージを与えているというポイ

ントはつかまれていますか。

○ 島林業技術センター所長 シイタケ菌は菌

種にもよりますけれども、低温、中温、高温と、

種駒の性質によって、低い気温で発生するもの

や15度ぐらいで発生するものなど様々あります。

前は寒い時期に向いた低温菌が多かったんで

すけれども、温度が上がっていく中で、最近は

中低温で発生するものが増えておりまして、そ

ういうものが約９割を超える種駒の利用状況に

なっております。

シイタケの発生につきましては、温度が30度

を超えてしまいますと急速に菌糸の成長が鈍り

まして、35度を超えてしまうと下手すると死滅

しますので、そういう時期につきましては、温

度を下げるために、直射日光を遮る寒冷紗をか

けないといけないという栽培指導をしていると

ころでございます。また、発生したら水分が必

要になりますので、散水の方法などもメーカー

と一緒になって指導しているところです。

シイタケはいろんなところで栽培されており

ます。気象データについて、温度、降水量、湿

度を観測しているのが、北から、延岡、宮崎、

都城、油津なんですけれども、特に湿度のとこ

ろで、ほかの３つが海岸部だったものですから、

今回、都城の気象データを使わせていただいた

ところです。ほだ場によって条件が違うので、

今後、その条件に応じたきめ細かい指導ができ
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ればいいかなと考えているところです。

○山下委員 具体的に、30度以上という温度が

出ました。これは夏場の温度ですよね。都城市

は盆地特有の暑い日が続きますから、このとき

の防暑対策が必要であるということ。それと、

種菌の開発です。種駒の研究もずっとされてい

るんですか。

というのは、私もシイタケを栽培している人

たちから、もうほだ木は駄目だと、流通性もな

いし、値段もつかないし、もうやめたいという

ような話も聞くものですから。せっかく国際的

にも認知されてきているのであれば、市場性が

出て価格が上がってくるわけですから、何とか

残してあげたいなと思うので、種菌の開発とか、

対策があるとすれば、また教えていただくとあ

りがたいです。

○ 島林業技術センター所長 種駒につきまし

ては、戦後かつて、県が種駒工場を持っていた

ことがありましたけれども、その分、不良品種

が出たりとかしまして、現在では、御存じのと

おり、メーカーに委ねられているところで、菌

の株は持っておりますが、その種駒自体はメー

カーが開発されているところでございます。

その開発された種駒を、いかに生産現場でしっ

かり発生できるように指導していくかが、林業

技術センターをはじめとした役割でございます。

まずは収量なんですけれども、収量がしっかり

取れて、なおかつ、重量物を扱うものですから

コストがかからない─そして、原木を伐採し

て種駒を打つ時期と収穫の時期がどうしても重

なるので、その辺りの分散化とか、そういうこ

とを総合的に検討しながら、研究と指導に取り

組んでいるところです。

○山下委員 ありがとうございます。明るい情

報をよろしくお願いします。

○武田委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 それでは、以上をもって環境森

林部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時42分休憩

午前10時53分再開

○武田委員長 委員会を再開いたします。

報告事項について説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○久保農政水産部長 農政水産部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

初めに、高病原性鳥インフルエンザの発生状

況について御説明いたします。

詳細は後ほど御報告いたしますが、昨年の12

月に日向市で、今年に入りまして川南町で相次

いで発生が確認されたところでございます。そ

れぞれの発生農場におきましては、地元の日向

市や川南町、ＪＡグループの皆さんや建設業協

会の皆さんの御協力をいただいて、殺処分や埋

却、農場内の清掃や消毒など全ての防疫措置を

迅速に行ったところであります。

全国の状況を見ますと、先日も大分県の佐伯

市で発生しましたように、発生リスクが依然と

して非常に高い状況にございます。引き続き、

養鶏関係団体の皆さんや関係者の皆さんと緊密

に連携を図りながら、発生防止の取組を全力で

進めてまいります。

それでは、本日御報告いたします内容につき

まして、座って御説明させていただきます。

お手元の常任委員会資料の２ページの目次の

を御覧ください。
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本日は、Ⅰ、その他報告事項としまして、農

畜水産物の価格動向について、高病原性鳥イン

フルエンザへの対応状況について、農畜水産分

野における試験研究の取組について御報告させ

ていただきます。

詳細につきましては、関係課長及び試験場長

から説明させていただきますので、よろしくお

願いいたします。

○海野農産園芸課長 常任委員会資料の３ペー

ジをお開きください。

農畜水産物の価格動向についてでございます。

農産園芸課からは、１、主要野菜の価格推移

としまして、本県施設野菜の主力品目でありま

すキュウリ、ピーマン、露地野菜で生産量の多

い大根、里芋につきまして御説明いたします。

資料のグラフでございますが、主要な出荷先

であります各卸売市場での平成30年から令和３

年までの宮崎県産品について、各年１月から12

月の１キログラム当たり平均価格の推移を示し

ております。

まず、図１及び図２のキュウリ、ピーマンに

つきましては、東京都中央卸売市場大田市場に

おきまして、令和２年までは上昇傾向にありま

したが、令和３年は下落しております。

この要因としましては、令和２年はコロナ禍

による家庭消費の高まりなどもあり、高価格と

なりましたが、令和３年は全国的な出荷量の増

加等により、下落したところであります。

次に、図３の大根でございますが、宮崎市中

央卸売市場において、平成30年は価格が上昇し

ましたが、令和元年以降は価格が低迷しており

ます。

この要因といたしまして、平成30年は西日本

が過去32年間で最も低温になるなど、全国的な

寒波等の影響により出荷量が減少したことに伴

い、関東等の市場からの引き合いが強まり、価

格が上昇しましたが、令和元年以降は、全国的

な暖冬による豊作等の影響を受け、価格が低迷

しております。

次に、図４の里芋につきましては、宮崎市中

央卸売市場において、令和元年は価格が上昇し

ましたが、令和２年以降は低迷しております。

この要因といたしまして、令和元年は長雨等

の影響により出荷量が少なく、価格が上昇しま

したが、令和２年以降は、台風による葉や茎の

傷みで芋の品質が低下したり、干ばつによって

芋の太りが悪く、小玉になったこと等により価

格が低迷しております。

○林田畜産振興課長 常任委員会資料の４ペー

ジをお開きください。

畜産振興課からは、牛の価格推移としまして、

枝肉価格と子牛価格について御説明いたします。

まず、枝肉価格でありますが、こちらは東京

市場における和牛去勢のＡ４等級枝肉価格につ

いて、年度ごとの推移を示しております。

令和元年12月に中国で初めて確認された新型

コロナの影響で、その後のインバウンド需要や

外食需要が大きく減少し、令和元年度、令和２

年度と枝肉価格が低下いたしましたが、令和３

年度には、インターネット販売などによる牛肉

需要が伸びたこともあって、価格が回復してき

ております。

次に、子牛価格でありますが、こちらは宮崎

県内の家畜市場における雌子牛と去勢子牛を合

計した平均価格について、年度ごとの推移を示

しております。

コロナ禍によりまして枝肉価格が低下したこ

とで、肥育農家の素牛の購買意欲が下がり、令

和２年３月に価格が急激に低下し、10月まで60

万円台で推移したことから、令和２年度の平均
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価格は70万円を下回るという結果になったとこ

ろでございます。その後、枝肉価格の上昇とと

もに価格は回復傾向にございます。

なお、グラフにはお示ししておりませんが、

令和４年度につきましては、枝肉価格は令和３

年度よりもやや低下傾向で推移しており、子牛

価格につきましては、飼料及び資材価格の高騰

の影響で、肥育農家の買い控えも見られ、５月

以降、大きく低下したところです。

その後、10月まで低下傾向が続きましたが、11

月の子牛競りからやや回復傾向が見られており

ます。ただ、今後とも引き続き注視していく必

要があると考えております。

○大村水産政策課長 続きまして、３の主要魚

種の価格の推移について御説明いたします。

ここでは、本県の漁船漁業を代表する魚種と

してカツオ、養殖業を代表する魚種としてブリ

の２魚種を掲載しております。

まず、左の図７のカツオについてですが、全

国の主要市場のカツオの価格推移を示しており

ます。

カツオは、令和２年の後半から令和３年にか

けて価格が下落しておりますが、これは、コロ

ナ禍による外食需要の低迷が主たる要因と考え

ております。

次に、右の図の８の養殖ブリについてですが、

全国の主要６市場合計の価格推移を示しており

ます。

養殖ブリもカツオと同様に外食需要の低迷な

どにより、令和２年に一時価格が下落しました

が、行動制限の緩和による需要の回復と全国的

な生産量の減少が重なったことなどにより、令

和３年には価格が上昇に転じております。

なお、生産量の減少につきましては、令和３

年６月以降の減少が顕著となっております。そ

の理由については正確な分析はできておりませ

んが、令和元年に鹿児島県で発生した赤潮によ

る養殖ブリの被害、そういったものが影響して

いるのではないかと考えているところでござい

ます。

○丸本家畜防疫対策課長 常任委員会資料の５

ページを御覧ください。

高病原性鳥インフルエンザへの対応状況につ

いてであります。

１例目につきましては、11月議会の常任委員

会で御説明しましたので、２例目及び３例目に

ついて防疫措置の経過を御説明いたします。

表の発生農場の概要の欄を御覧ください。

２例目の農場は、日向市にある約５万羽の肉

用鶏農場であります。

発生農場と同じ作業者が飼養管理していた10

万羽規模の関連農場があり、合わせて15万羽の

殺処分となりました。

発生確認と防疫措置の欄を御覧ください。

死亡鶏が増加したとの農場からの通報は、12

月20日の12時30分にあり、家畜保健衛生所が立

ち入り、簡易検査で陽性を確認いたしました。

翌21日、午前10時に宮崎家畜保健衛生所のＰ

ＣＲ検査で陽性が確認され、午後１時に国が疑

似患畜と確定し、殺処分をはじめとする防疫措

置を開始しました。

殺処分は、翌22日、午前７時25分に終了し、

同日午後５時に埋却や農場の清掃消毒を含めた

防疫措置を完了しております。

次に、１月に発生した３例目について御説明

します。

発生農場は、川南町にある約10万羽の採卵鶏

農場であります。

１月９日の午前10時に農場から通報があり、

家畜保健衛生所が簡易検査で陽性を、翌10日の
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午前５時にＰＣＲ検査で陽性を確認し、同日午

前７時に国が疑似患畜と確定し、防疫措置を開

始しました。

殺処分は翌11日の午後６時10分に、防疫措置

は12日の午後３時に完了しております。

農場防疫に係る動員者につきましては、建設

業協会、ＪＡグループをはじめとする関係者の

皆様の協力を得て、２例目では延べ500名、３例

目は延べ800名体制で農場での防疫措置を実施

し、目安となる72時間以内に、いずれの農場に

おいても埋却や消毒までを完了させております。

６ページをお開きください。

移動制限、搬出制限を合わせた区域内には、

２例目は60農場で約159万羽、３例目は123農場

で約396万羽が飼養されております。

制限区域の設定に伴い、消毒ポイントを２例

目は５か所、３例目では４か所を設置し、24時

間体制での運営としました。

発生確定後に実施する発生状況確認検査につ

きましては、２例目では12月21日に移動制限区

域内の７農場を対象に実施し、また、農場での

防疫措置完了後に実施する清浄性確認検査につ

きましては、令和５年１月２日に実施し、いず

れも陰性を確認したことから、１月６日に搬出

制限を、１月13日に移動制限を解除するととも

に、消毒ポイントを含めて、全ての防疫作業を

終了しました。

３例目の発生状況確認検査につきましては、13

農場を対象に１月10日に実施し、陰性を確認し

ております。

清浄性確認検査は今月23日に実施予定で、こ

の検査で陰性が確認されれば、１月27日に搬出

制限を解除し、その後、移動制限区域内で新た

な発生がなければ、防疫措置完了後21日が経過

する２月３日に移動制限が解除される見込みで

あります。

２の消毒の全国実施指示を受けた対応につき

ましては、本県をはじめ、全国で鳥インフルエ

ンザの発生が続いていることから、国から消毒

の全国実施の指示が出され、本県でも家畜伝染

病予防法に基づき、12月27日に改めて緊急消毒

命令を発出するとともに、各農場へ消石灰の配

布を行っております。

配布に当たりましては、単に配るだけではな

く、この機会を捉えて、直接生産者に対して、

さらなる防疫の徹底を指導しております。

７ページを御覧ください。

最後に、参考として今シーズンの国内での発

生状況を示しております。現在まで、本県の３

例を含め24道県で60事例が確認され、約1,107万

羽が殺処分されており、発生した都道府県の数、

発生件数、殺処分羽数ともに過去最多を更新し

ております。

今シーズンは過去最も早い10月に岡山県と北

海道で発生があり、その後も例年にないペース

で発生が続いております。

資料にはありませんが、死亡野鳥での感染確

認事例も多く、環境中の鳥インフルエンザウイ

ルスの濃度が非常に高い状況にあると考えられ

ることから、さらに緊張感を持って、養鶏関係

団体等と緊密に連携しながら、発生防止対策の

徹底を図ってまいります。

○東総合農業試験場長 続きまして、農畜水産

分野における試験研究の取組につきまして、各

試験場ごとに御説明いたします。

常任委員会資料の８ページを御覧ください。

総合農業試験場では、農業のスマート化や環

境負荷軽減等のニーズや課題を踏まえ、生産性

の向上や高品質化につながる技術開発に取り組

んでおり、研究内容は品種育成と栽培・分析技
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術開発の２つに大きく分けられます。

本日は、主な取組をそれぞれの分野から１つ

ずつ説明いたします。

まず、１つ目としまして、水稲品種の育成に

ついてです。

（１）にありますように、米の用途は、主食

用をはじめ焼酎原料用や飼料用など多様化が進

み、それぞれのニーズに応じた品種育成が求め

られております。

このため、（２）にありますように、これまで

に主食用米のヒノヒカリ等の育成・普及を図っ

てきたところであり、近年では焼酎原料用の加

工用米の需要の高まりを受けまして、専用品種

の「み系358」や「宮崎52号」を育成し、中ほど

の図１のとおり、これらの品種を中心とした加

工用米の生産拡大が図られ、水田営農の推進に

貢献してきたところでございます。

今後の取組としましては、（３）にありますよ

うに、飼料用米の品種育成に取り組み、下の表

１及び写真１にありますように、いもち病に強

く、収量が玄米重で700キログラムを超える「南

海飼190号」を開発したところであり、昨今の飼

料価格高騰も踏まえまして、令和５年度から作

付が開始できるよう、栽培マニュアルを作成し、

関係団体等で種子配布の準備を進めているとこ

ろでございます。

また、主食用米につきましても、暑さや病害

虫に強く非常に食味の良い品種や業務用に適し

た多収品種の育成に取り組んでいるところでご

ざいます。

９ページを御覧ください。

次に、２つ目としまして、施設キュウリの環

境制御技術についてです。

担い手が減少する中で、産地や生産量を維持

するためには、さらなる増収技術等の開発が求

められております。

このため、（２）にありますように、増収技術

として実施した二酸化炭素の施用試験におきま

して─中ほどの表２にキュウリでの効果を示

しておりますが─キュウリやピーマン等の主

な野菜類で１から２割の増収効果を確認し、こ

の成果を基に二酸化炭素の施用を含むハウスの

環境制御技術を導入したキュウリ部会では、中

ほどの図２にありますように、導入前よりも収

量が約５割増加しております。

このような取組もありまして、県内の施設キュ

ウリでの環境制御技術の導入面積は増加傾向に

あり、ハウスを新設する際は基幹技術として装

備されつつあります。

今後の取組としましては、（３）にありますよ

うに、地上部の環境制御に加え、写真２のとお

り、養液栽培を組み合わせた多収技術の確立に

取り組んでおり、通常の２倍以上となります単

収49トンを達成し、これらの成果は写真３の試

験場に隣接しますＪＡ宮崎経済連施設園芸ハウ

スへの技術移転を行い、栽培実証を行いますと

ともに、さらなる増収に向けまして、養液栽培

に適した品種の選定、施肥やかん水方法の検討

等を行っているところでございます。

さらに、昨今の資材価格高騰等も踏まえまし

て、既存のＡＰハウス等への導入を想定した、

簡易で低コストな養液栽培技術を確立し、現場

への普及を促進したいと考えております。

○河野畜産試験場長 続きまして、常任委員会

資料の10ページをお開きください。

畜産試験場では、スマート時代の畜産業を支

え、地域畜産業の魅力を生かした新たな価値を

共創し、持続的で安全・安心な畜産業を実現す

る技術開発を柱に、生産現場で発生する課題の

解決と、時代に求められる多様なニーズに対応
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した試験研究に取り組んでおります。

本日は、その中から２つの取組について説明

いたします。

まず、１の地域の未利用資源を活用した発酵

ＴＭＲに関する研究です。

（１）の目的・背景では、畜産経営の生産コ

ストのうち飼料費の占める割合が高く、加えて

近年の配合飼料の価格高騰により、生産現場で

は飼料費の低減対策が強く求められています。

また、これまでも未利用資源の活用は期待さ

れ、試験にも取り組んできましたが、県内での

活用事例は少ないことから、今回は、地域内の

未利用資源の有効利用と飼料費の低減を目的に

発酵ＴＭＲ、いわゆる粗飼料と濃厚飼料の完全

混合飼料の開発と給与試験に取り組みました。

（２）の成果として、表１のとおり、未利用

資源の豆腐粕と焼酎粕を利用して発酵ＴＭＲを

調製し、乳用牛へ給与した結果、図１に示す乳

生産性に影響はなく、表１下段の飼料費では５

％程度のコスト低減効果が認められました。

（３）の今後の取組では、地域の新たな未利

用資源を活用した発酵ＴＭＲの開発はもとより、

資源の確保や地域でのＴＭＲセンターの製造体

制を検討し、ＴＭＲセンター活用による畜産農

家の飼料生産の分業化と生産基盤の強化につな

げてまいりたいと考えております。

次に、11ページを御覧ください。

２の持続可能なスマート畜産環境対策に関す

る研究です。

（１）の目的・背景では、畜産業を持続させ

るために環境対策は大変重要であり、特に養豚

経営での排水処理は、近年の排水基準の段階的

引上げなど、効率的かつ高度な処理技術が求め

られております。

（２）の成果としまして、これまで国の研究

機関等との共同研究により、水質汚濁の指標で

あるＢＯＤ、いわゆる生物化学的酸素要求量の

量に応じた、省力・低コストで排水基準内での

処理が可能となる監視システムの開発・実証に

取り組んでまいりました。

その結果、図２の示す処理時間等の効率的な

制御による電気代の削減と、図３の示す処理水

の硝酸性窒素等の濃度は、一般排水基準以下で

の処理が可能となりました。

さらに、水質データや曝気時間などをスマー

トフォン等で閲覧できるＩｏＴ機能により、施

設管理の省力化も図られ、現在、県内の４つの

養豚施設が導入しております。

（３）の今後の取組では、令和４年度からは、

新たな共同研究により、図４のとおり「ＡＩに

よる固液分離技術」及び「改良型ＢＯＤ監視シ

ステム」と「スマート汚泥制御技術」の３つの

技術開発と実証に取り組み、自動制御や遠隔操

作を加えたシステムのさらなるスマート化及び

排水処理・管理の省力化と低コスト化を検討し

てまいります。

また、このシステムの開発・実証後は、人の

農場への立入り機会の減少による防疫体制の強

化や、処理施設からの温室効果ガスの排出削減

にもつながるものと期待しております。

○西府水産試験場長 水産試験場では、水産資

源、増養殖、漁業経営、流通加工、内水面の各

分野において、第６次宮崎県水産長期計画の目

標であります、本県水産業の成長産業化を支援

する研究に取り組んでおります。

本日は、この中から全国的にも大きな課題と

なっております「スマート水産業」と「みどり

の食料システム戦略」に関する取組について説

明いたします。

12ページをお開きください。
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初めに、１、水産資源の有効活用と高精度漁

場予測モデル等の技術開発でございます。

目的・背景のとおり、漁業就業者の減少・高

齢化が進む中で、操業効率化や生産性向上を図

るスマート水産業の推進が重要でございます。

このため、これまでの成果でございますが、

下の図１の水産試験場が運用します高度漁海況

情報システムにより、日向灘の潮流など海の情

報を配信しておりまして、令和３年度のアクセ

ス数が６万9,000件を数え、操業に不可欠な情報

となっております。

また、写真１の新船みやざき丸が昨年11月に

竣工し、経験と勘によらず、科学的な漁業を支

援する研究体制が整ったところでございます。

今後の取組と成果見込みでございますけれど

も、これまでの成果で説明いたしました研究の

さらなる高度化に努めてまいります。

高度漁海況情報システムでは、データがなく

情報提供ができていない延岡市及び日南・串間

市沖合の情報の推定ですとか、計画的操業を支

援するための数日先の漁場予測を行います。

また、図２のとおり、新船みやざき丸の最新

機器を活用しまして、深海などの利用頻度が低

い海域の海底地形や魚の分布状況を見える化し、

漁場情報として漁業者に提供いたします。

13ページを御覧ください。

次に、２、持続可能な水産業の実現に向けた

種苗生産技術の高度化でございます。

目的・背景のとおり、みどりの食料システム

戦略では、天然資源に依存しない完全人工種苗

化の実現を目指してございます。

このため、これまでの成果でございますが、

ウナギ種苗の研究では、写真２の158日齢の本県

初となる人工シラスウナギを確認し、今年度は

合計560尾の生産に成功いたしました。

また、図４のとおり、養殖業者のニーズが高

い、成長の早い種苗を生産するための遺伝育種

技術の開発に着手したところでございます。

さらに、放流ニーズが高いアマダイ類の種苗

生産技術を開発し、県水産振興協会に技術移転

することで、図３のとおり、放流サイズとなる

７センチの稚魚の生産・放流に至りました。

今後の取組と成果見込みでございますが、こ

れまでの成果で説明いたしました研究の進展を

図ってまいります。

ウナギの種苗の研究では、餌、飼育方法など

を見直しまして、シラスウナギの生産量の増大

につなげてまいります。

遺伝育種では、成長の早いカワハギ種苗の生

産技術を確立しまして、その技術を本県養殖業

の主力になりますブリ類の種苗生産に生かして

まいります。

アマダイの種苗でございますけれども、人工

親魚や凍結精子を活用した種苗の安定生産技術

の開発につなげてまいります。

水産試験場では、このような先進的な研究を

含め、積極的に国や他県の試験研究機関、大学

等と連携して取り組むことで、本県水産業に有

益な技術の早期開発に努めているところでござ

います。

○武田委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について、質疑はありませんか。

○満行委員 まず、鳥インフルエンザの対応状

況についてお尋ねしたいと思います。

今シーズン、相当な数が出ています。本県は10

万羽とか15万羽なんですけれども、全国的に見

ると80万羽とか100万羽を殺処分という報道を聞

くんですが、これって分散するとか、基準はな

いんですか。これだけたくさん殺処分しないと

いけないのかというのが疑問です。
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防疫とか経過を見るとかいろんなやり方で

─一度にこんなにたくさんという疑問を持つ

ところなんですけれども、国の基準とかあれば

教えてください。

○丸本家畜防疫対策課長 飼養羽数の上限とい

うようなものの規定は特段ありません。

特に、採卵鶏農場は、物価の優等生というよ

うな表現もされますので、コストカットに非常

に熱心で、規模拡大が一つの戦略ということに

なろうかと思います。ということで、結果的に、

１か所の農場で100万羽規模の農場というのが多

数できている状況にあると考えています。

それに対して、ブロイラー農場は、１農場で

はなかなかそこまでの規模拡大ができません。

本県ではブロイラー農場が主体ということなの

で、結果的に、大規模の農場がないような状況

になっているのではないかと考えています。

○満行委員 100万羽を殺処分するには、相当な

動員で時間もかかるだろうと思うので、分散化

できないのかなと思うんです。

次の質問ですが、本県も３例出ました。今年

も県職員はじめ、本当に多くの皆さんに夜中か

ら動いて回っていただいているんですけれども、

この動員の割り振りというか、各団体の集約は、

どこが窓口なんでしょう。調整はどこがされて

いるんでしょうか。

○丸本家畜防疫対策課長 県のほうでいろいろ

な機関にお願いして、動員をしています。中心

は県職員ということになろうかとは思います。

○満行委員 大部分は県職員ですけれども、あ

らゆる部署、とりわけ農政水産部は動員率が高

いと思うんですが、県の出先機関も含めて相当

な動員になっているんですけれども、それはど

こが具体的に割り振りをしているんでしょうか。

○丸本家畜防疫対策課長 県の対策本部の中に

動員班をつくりまして、そこで動員に必要な人

数を算定した上で、それぞれの部局の総職員数

に応じた形で出て、動員をお願いをしているよ

うな状況にあります。

○満行委員 出先機関を回ると、４人いるとこ

ろで３人が動員とか、ばらつきが相当あるんじゃ

ないかという意見もあります。

ただ、現場の皆さんは本当に必死で、女性の

多い職場だったら、管理職がずっと手を挙げて

いくとか、当然、職員ですから全庁的な取組に

協力することに不満とか、そういうことはない

んだろうと思うんですけれども。ただ、３例目

でこれだけ大変な状況なので、職場によっては

もう本当に回らなくなってしまうというところ

も出てくるんじゃないかなと思います。

なかなか厳しいのかもしれませんが、その実

情に応じた、きめ細かな動員体制というか─

お願いして嫌だというところはどこもないと思

うんです。受けるだろうとは思うんですけれど

も、丁寧な対応をぜひお願いしたいと思います。

○武田委員長 ほかにございませんか。

○山下委員 常任委員会資料３ページに農畜水

産物の価格のデータを出していただいているん

ですが、これは令和３年12月までの価格の動向

ということで説明がありましたよね。

例えば、このキュウリとピーマンというのは

施設園芸ですから、コロナの影響で外食産業が

ほとんど店を閉めたということで、このことは

理解できるんですが、昨年からのウクライナ関

係で、肥料、資材、燃油、様々な資材が上がっ

てきました。農家経営状況で一番知りたいのは、

令和４年度がどうだったかなんです。

キュウリとかピーマンは、作付したものの収

穫が５月、６月でほぼ終わるので、価格はこう

だった、だけではなくて、農家の経営状況につ
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いて、持っておられる直近の情報をお聞かせい

ただくとありがたいと思っています。

○海野農産園芸課長 令和４年の価格の状況に

つきましては、11月までの平均価格は、暫定値

ではございますが、キュウリが令和３年並み

の352円と伺っております。

キュウリにつきましては、12月に入りまして、

裾物で１キログラム1,000円を超える高騰があ

り、現在も高い状況が続いていると伺っており

ます。

それから、ピーマンにつきましては、567円と

価格が回復基調にございます。

大根につきましては……

○山下委員 ちょっと待って。また、露地野菜

は聞くから。施設園芸を今、確認してますから。

施設園芸で、値上がり傾向にあるというお話

がありました。それ以上に上回っているのが、

やっぱり資材高騰だろうと思うんです。私たち

は農家の状況を知りたいんです。採算が取れて

いるのか。あなた方が農家を見て、施設園芸の

ピーマン、キュウリの経営が成り立っているの

かどうか。

青色申告の時期になってきましたから、その

データが出れば、よく分かると思うんです。だ

けれども、農業改良普及センターもありますし、

皆さん方がその辺の状況を把握した中で、採算

ラインはどうだったのか、経営状況について教

えてください。

○海野農産園芸課長 キュウリで申しますと、

採算ラインといたしましては368円、これを一つ

の目安と考えております。

標準的な経営規模であります20アールの経

営、1,700平方メートルほどのハウスで、この価

格ですと、所得が10アール当たり560万円ほど得

られていたところでございますが、御指摘のあ

りましたように、肥料、資材価格が高騰してお

ります。

同じ単価水準でありましても、資材価格高騰

により、562万円と申し上げた所得が450万円ほ

どに目減りしているところで、従来、私どもが

この採算ラインと認識しておりました価格では、

農家の経営はかなり厳しい状況です。そこのと

ころを肥料、資材の高騰対策などで下支えして

いるのが現状かと認識しております。

○山下委員 100万円ほど減っていますよね。所

得は、２反歩で450万円ということですから、家

族経営体、夫婦でやった場合に、さらに後継者

がいたら、もう生活費も出ないというぐらいな

んです。

生産性が２人で450万円だったら、１人200万

円ぐらいずつしかないわけです。だから、やっ

ぱり農家に寄り添うというか、農家にちゃんと

意見を聞いたりして、様々な制度を利用しても

らうこと、その辺も知恵を出していただきたい

と思うんです。

令和５年もキュウリの相場は上向きだという

話を聞いたものですから、私も非常に今後の価

格を期待しているんですが、この数字というの

をしっかりと農家に伝えながら、トン数を少し

でも取ることとか、体制づくりとか、経営のサ

ポートをしっかりやっていってください。

露地野菜ですが、大根も豊作とか、寒波の影

響もあって、なかなか採算が取りづらいと思う

んです。主力品種として大根と里芋を資料に出

していただいているんですが、今、土地利用型

農業で、里芋は生産地であることは分かるんで

すが、以前、疫病が発生して、かなり生産力が

落ちてきたと聞いているし、果たしてこの２品

目だけが主力の品目なのかなと思いました。次

の常任委員会でもいいんですけれども、土地利
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用型農業の主力品目というのは、ホウレンソウ

とかあるわけですから、それもお出しいただけ

たらありがたいと思います。

ただ、土地利用型農業は、家族経営とは違っ

て、法人経営で大規模に、かなりの人たちで取

り組んでいますが、これも非常に厳しい環境だ

ろうと思うんです。面積が広まれば広まるほど、

やはり肥料とか、いろんな資材も要るわけです

から。法人経営の土地利用型農業の今の経営状

況が分かっていたら教えてください。

○海野農産園芸課長 法人経営の一例で、例え

ば、４～５ヘクタールの露地野菜経営を考えま

すと、御指摘にありましたように、大根とか里

芋だけでなく、複数の品種を輪作体系で作付を

して経営を回しておられる実態がございます。

例えば、里芋、カンショ、ニンジン、ホウレ

ンソウ、こういった品目を、この４～５ヘクタ

ールの中で輪作体系で回しますと、標準的な所

得が得られる単価で、550万円ほどの所得が得ら

れると試算しております。

○山下委員 今のは４～５ヘクタールの経営規

模ですか。それでうまくローテーションを組ん

で、二作体制を取った場合に、そういうことで

すよね。

資材高騰や、その辺がどのように影響してい

るかも、また詳しく教えてください。なるべく

直近のデータをお願いしたいと思います。

それから次の、牛の価格の推移なんですが、

この値段は消費税が入っているんですか。

○林田畜産振興課長 これは税込みの金額にな

ります。

○山下委員 分かりました。

この前、都城市場を２日ほどのぞきに行った

んですが、平均が60万円。税込みになると、65

～66万円になるかなと思ったんですが、やっぱ

り肥育農家も、これが妥当な推移かなと思って

─肥育農家のことを考えると、高ければ高い

ほどいいんですが。

今、子牛安定基金の保証基準価格は56万円で

すかね。その基準にいかないように施策をしっ

かりとやりながら、さらに宮崎牛ブランドを高

めていくことが一番大事だろうと思っています。

和牛については、この前ネットに出ていまし

たけれども、全国の消費者の皆さん方が食べた

いお肉は何県産がいいかというと、宮崎牛とい

うのが第１位になっていたんです。

だから、４連覇した効果もあるんでしょうけ

れども、また今回、ＷＢＣもあったりしたら、

さらにＰＲしていく絶好のチャンスだと思うん

です。その辺の取組についてもし考えあったら

部長でもいいんですが、ぜひ教えてほしいと思

うんです。二刀流の種牛を持っていますよね。

我々も市場に行くと、いろいろな人から大谷

選手との連携は何かいいアイデアがあるんです

かとか聞かれるんですよ。皆さん方がＷＢＣに

向けた肉の販売戦略、ＰＲ、何かそういうもの

を検討でもされていたら教えてください。

○久保農政水産部長 御提案のとおり、今まさ

に「おいしさ日本一」というキャッチフレーズ

を得たところで、これを大々的にＰＲしていく

チャンスだと考えておりまして、今、令和４年

度の予算の中で、例えば、全国和牛能力共進会

でナンバーワンを取った後は世界遺産をモチー

フにしたＣＭをつくったりとか、東京で駅のデ

ジタル広告を使ったりとか、いろいろな宣伝、

ＰＲ活動をやっているところでございます。

おっしゃるように、ＷＢＣがやってまいりま

す。確かに、二刀流という種牛もいるので、使

えないかということで、いろんなところでアイ

デアを出しているところでございます。また、
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商工観光労働部のオールみやざき営業課やスポ

ーツランド推進室とも連携をさせていただきな

がら、いろんなところで頭出しはしていきたい

なと。今まさに発信する時期だと考えておりま

すので、努力していきたいと考えているところ

でございます。

○山下委員 決して派手さのない河野知事です

ので、何か皆さん方から奇抜なアイデアを、せっ

かく二刀流という種牛があるわけですから。二

刀流の子ですよと、生きたままその子牛を連れ

てくるとか、何かセットで写真を─何かこう

いう奇抜な情報発信をしてくれるとありがたい

なと思っています。よろしくお願いします。

○久保農政水産部長 おっしゃるとおり、奇抜

なアイデアというのはなかなか浮かばないとこ

ろですけれども、例えば、大相撲で優勝力士に

今も宮崎牛を１頭贈呈しているんですが、これ

を、私もこの職になって表彰させていただいた

ときに、宮崎牛１頭というと、やっぱり場内ど

よめきますので、やっぱりそういう効果はある

んだろうなと考えております。

なかなか奇抜なアイデアというのが浮かびづ

らいところではあるんですけれども、「おいしさ

日本一」というところが今セールスポイントで

すので、頑張ってまいりたいと思っております。

○山下委員 優秀な人材が控えているんだから、

部長一人じゃなくて、公募か何かして、ユニー

クな発想の提案でもしていただければありがた

いと思います。

それから、鳥インフルエンザのことを報告し

ていただきました。

隣の鹿児島県ではこれまであまり発生してい

なかった中で、異常に鹿児島県で発生したとい

うことで、私の地元は都城市ですから、非常に

緊張感を持ってやっているんですが、この１例

目のときは自衛隊が出動してくれてましたよね。

鹿児島県で異常に発生したということで、

ちょっと状況を聞いたことがあったんですが、

自衛隊が鹿児島県にも出ないといけないとか、

いろんな事情があって─今まではほとんど鳥

インフルエンザ、口蹄疫もそうでしたけれども、

自衛隊の人たちが出動して、経験を積み重ねて

くれたんですが─この２例目、３例目は、自

衛隊の協力なしで、皆さん方が独自でやったと

いうことで、その体制づくりについて、皆さん

方の対応に戸惑いがあったのかどうかお聞かせ

ください。

○丸本家畜防疫対策課長 １例目は、確かに自

衛隊の協力を得ながら殺処分をしていったんで

すけれども、２例目、３例目について、特に２

例目に関しては、肉用鶏農場であったというこ

とで、採卵鶏のケージの中から鳥を出す作業が

ありませんので、防疫措置がしやすいこと。そ

れに加えて、総羽数としては15万羽になってい

ますけれども、関連農場のほうについては１週

齢程度のひなであったということがありまして、

自衛隊の協力を得なくても自分たちだけででき

るんではないかということで、自衛隊の派遣要

請には至らなかったという状況です。

○山下委員 ありがとうございます。

それと、１例目のときもそうだったんですが、

全部ウインドレスの鶏舎ですよね。もう完全防

御している中で、侵入経路が分からないという

状況ですが、皆さん方は今、いろんな疫学調査

とか発生原因とか、どこ辺まで究明されていま

すか。

○丸本家畜防疫対策課長 以前からなんですけ

れども、どこから鶏舎の中に入るのかというと

ころで、我々もいろんなところで調査をしなが

らやっているんですが、実際のところ、明確に
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これだというところが出てこないというのが現

状です。

ただ、今までも言っていますけれども、少な

くとも鶏舎の中と外を出入りする者がウイルス

を持ち込むだろうということで、一つは人、管

理者がどうしても出入りをするということ、そ

れから野生動物が出入りをする可能性があると。

以前は鶏舎の中に野鳥が入っていることがあっ

たので、今は全部金網や防鳥ネットをして、野

鳥が入らないような体制づくりをしております。

ただ、ネズミのような小動物に関しては、い

ろんな隙間あるいは穴から入ってしまうという

ようなところで、100％ゼロにする、鶏舎の中か

らネズミがいない状況をつくるというのは非常

に難しい状況にあると考えています。

ただ、少しでも減らす努力が必要かなという

ことで、特に採卵鶏農場は、今は卵が自動で鶏

舎の外に出ていく通路や鶏ふんがベルトに乗っ

て外に搬出されるというような自動化がされて

いて、通常動いているときにはそういう開口部

がどうしてもできてしまうんですけれども、そ

れが動いていない時間帯にはしっかりシャッタ

ーが閉まるよう対策をするとか、いろんなとこ

ろで対策は進めているところです。

それ以外の可能性として、ウインドレス鶏舎

で、うわさの段階ですけれども、例えば、ウイ

ルスが空気と一緒に鶏舎の中に取り込まれてく

るのではないかというようなお話もあります。

これについてはもう全く検証がされていないの

で、可能性の一つとしてあると。ただ、そのた

めには環境中に物すごいウイルス量がないと、

鶏舎の中に吸い込まれた空気の中にわずかに含

まれていても感染が広がるということは考えに

くいので、そういう意味で、まだ明確な原因が

究明できていないという状況です。今、分かっ

ている段階では、人や野生動物の対策をしっか

り進めたいと思っています。

○山下委員 今、ちょっと触れていただきまし

たけれども、ウインドレス鶏舎というのは、外

気を強烈な送風機で入れ込んで、そして強制排

出しますよね。ウインドレスの場合は外気がか

なりの勢いで入ってくる。だから、今言われた、

外気からのウイルスの侵入というのも考えられ

ないことはないんですと養鶏農家が言われるん

ですよね。

だから、その辺もしっかりと考えていかない

と、ウインドレスの鶏舎が100％安全ではないと

いうことでしょう。あれだけ防護して、これ以

上ない形で皆さんやっているわけですから。で

あれば、私もその可能性があるような気がする

んです。

その辺も疫学調査を早くしていただいて、今、

課長が、かなりなウイルス量でないと感染しな

いという話をされましたけれども、そのことを

しっかりと検証してやっていかないとウインド

レス鶏舎を推進した理由が成り立たなくなるん

です。その辺も踏まえて、早期な解決策を検討

していってください。よろしくお願いします。

○武田委員長 ほかにないですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田委員長 それでは、以上をもって農政水

産部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時47分休憩

午前11時48分再開

○武田委員長 委員会を再開いたします。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○武田委員長 それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を閉会いたします。

午前11時48分閉会
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